
１ 来庁者駐車場の規模について
○ 現状の最大滞留量＊

○ 将来的なオンラインサービス拡充を考慮

１日当たりの駐車台数が直近３年間で最大だったＲ６年３月の実績値を基礎数値として
現行計画と同様の方法で、来庁者用駐車場の規模＝最大滞留量を算出

○ 「市民に身近な市役所づくり」の実現と「中心市街地再設計」との政策連動

加えて、今後のオンラインサービス拡充によって、将来的には、
来所そのものの必要性が現状の８割に減少することを想定 南松本庁舎 80台

松本駅前センター 30台
本庁舎 50台

南松本庁舎 100台

松本駅前センター 40台

本庁舎 60台

現状の最大滞留量200台に対し、次の視点から将来的に新庁舎への車での来庁が
減ることを想定

・「市民に身近な市役所づくり」の実現
・「ウォーカブルな中心市街地」の実現＊

・窓口部門＝1,263台×60%×30%×15分/60

・窓口以外の部門＝1,263台×40%×30%×60分/60

＊最大滞留量とは、ある施設の駐車場に同時に停まる車の最大数のこと。
「最大滞留量の近似的計算法」（大阪大学名誉教授：岡田 光正）に基づき算出：1日当たりの最大入庫台数×滞留率×平均滞留時間/60）

＊中心市街地再設計検討会議からの提言を踏まえたもの

来庁者駐車場の規模

年度
１日当たり
駐車台数

R6 1,263

【参考】H30 1,262

＊

＊

＊駐車台数のうち、窓口部門と窓口以外の部門の比率。比率は「市・区・町
役場の窓口事務施設の調査」によるもの（現基本計画と同条件）

計 200台程度

車での来庁需要を
南松本と駅前で受け止め

南松本庁舎 100台
松本駅前センター 40台
本庁舎 60台

× 80％

(仮称)

(仮称)

(仮称)

(仮称)

(仮称)

(仮称)

最大滞留量
200台

30%

50%

20%

◎公用車駐車場については、別途検討します。

市場調査の結果を踏まえて整理した内容 別紙２



１ 概算規模算定の前提条件
⑴ 来庁者駐車場の規模は、検討結果に基づき８０台と設定
⑵ 必要な駐車場台数を確保するため、建物１階をピロティ＊駐車場とする。
⑶ 支援事業者が作成したレイアウト案をもとに、改めて諸室面積を算出

区分 機能 諸室等

概算面積（㎡）

備考R6.12
提示

精査後

窓口機能 窓口 500～
1,000

350 ・保健所の窓口と共用

市民スペース 50 ・授乳室、キッズスペースなど

保健所

基本
機能

執務室 700

・グループアドレスを想定
83人×5.5㎡＋所長室（45㎡）
＋非常時応援職員（最大50人×4㎡）

・可能な限りワンフロアに整備

松本食品衛生協会 20 ・食品・生活衛生課の近傍に配置

会議室 350

・用途に応じて、大、中、小を配置
・Web会議を実施することを前提に、効率的かつ機能的
に配置

・災害時は保健医療調整本部を設置

窓口（市民スペース） 0 ・窓口機能と共用

相談室 80
・プライバシーに配慮し、重層的な相談に対応できる
スペースを複数配置（16㎡×５部屋程度）

付帯
機能

書庫・倉庫 80
・各課の文書を保管・保存可能な広さを確保
・各課の災害用、感染症用備品を保管

福利厚生 110 ・給湯室、更衣室、休憩室

施設管理 240 ・機械室・発電機室・電話室

共用部 1,380
・玄関、ロビー、階段、エレベーター、廊下、
トイレ等

検査
機能

検査室 60 ・バイオセーフティレベルに応じた設備を整備

診察室・処置室 70 ・受検者のプライバシーに配慮し、独立動線を確保

付帯諸室 40
・洗濯室、ＰＰＥ着脱室、シャワー室、
ドライブスルー検体窓口

動物愛
護セン
ター

普及啓発
連携・協働

50
・レクチャールーム
・しつけかた教室等に使用

相談室 10
・相談、支援に使用
・動物の入室可

120 ・犬舎、猫舎、飼料室、処置室、洗浄室、ふれあい室等譲渡推進

危機管理 40 ・隔離室（犬、猫）、物品庫

共用部 190 ・玄関、廊下、トイレ等

屋内書庫 20

屋外運動場 40 ・ドッグラン等

保健所計 2,200 3,600

合計
2,500～
3,500

4,000 ＊

＊差分の主な要因は、１階をピロティ駐車場にしたことによる共用部（階段、廊下等）の増及び動物愛護センターの
独立した動線を確保したことによるものです。

２ （仮称）南松本庁舎の概算規模について
３ 概算面積

２ ゾーニングのイメージ

保健所

窓口機能

動物愛護センター

保健所及び窓口機能の
共用スペース

その他共用部

＊ピロティ：２階以上を部屋とし、１階部分を吹き放ちにした空間



３ 事業スキームについて ①

⑴ 市場調査の実施

ア 目的
ＰＰＰ／ＰＦＩ導入可能性の検討に必要な事項の整理を行

うもの

イ 主な調査内容
・建築単価
・ＶＦＭ（Value For Money…事業費削減効果）
・事業期間、民間機能の導入可能性
・導入可能な民間機能
・望ましい事業期間・事業方式
・参加意向・参加組織形態等

ウ 調査対象
１８者（うち、建設 １４者、維持管理 ４者）
※ 直近５年以内に庁舎事業又は県内ＰＦＩ事業の実績や

応募実績がある企業及び前回調査時に協力をいただいた企業

エ 回答結果
１５者より回答（うち、建設 １１者、維持管理 ４者）

１ ＰＰＰ／ＰＦＩ導入可能性調査について

⑵ ＶＦＭの算定

事業手法は、設計・施工分離発注（従来）方式、設計・施工一括
発注（ＤＢ）方式及びＰＦＩ（ＢＴＯ）方式を念頭に、市場調査の
結果等を踏まえ、以下の条件でＶＦＭを算定しました。

項目 条件

事業期間 １５年

財源
従来手法における資金調達として、基金、起
債、一般財源を想定

コスト削減率
設計・建設 ４．２％ （３．９％）
維持管理 ７．５％ （４．２％）

割引率 ２．５％ （２．６％）

物価上昇率 設定しない。

起債金利 政府資金金利：２．９０％ （０．２８％）

SPC資金調達金利 借入金利：３．３０％ （１．２８％）

（ ）内は、前回算定時の条件



３ 事業スキームについて ②

（新庁舎・（仮称）南松本庁舎共通）

事業方式 メリット デメリット

設計・施工

分離発注方式

・設計、施工、維持管理を個別に発
注するため、各段階で発注者の意向
を反映しやすい。

・従来どおりの契約手続であり、一
般的な工期が見込めるなど、事業期
間の見通しがつきやすい。

・段階ごとに仕様を定め発注するた
め、一体的な費用削減効果への期待
が低くなる。

・民間事業者の創意工夫やノウハウ
活用の余地が限られる。

設計・施工

一括発注方式

（ＤＢ）

・民間事業者の持つ独自技術やノウ
ハウを設計や工事に活用しやすいた
め、コスト削減が期待できる。

・一括発注するため、事業期間の短
縮が見込まれる。

・施工者側に偏った設計になりやす
く、チェック機能が働きにくい。

・設計や仕様に発注者の意向を反映
する仕組みが必要

ＰＦＩ方式

（ＢＴＯ）

・民間事業者の持つ独自技術やノウ
ハウを設計や工事に活用しやすいた
め、コスト削減が期待できる。

・設計・施工・維持管理を一括して
発注するため、施工や維持管理に配
慮した設計・整備が可能となり、ラ
イフサイクルコストの低減が見込ま
れる。

・準備や契約手続が煩雑なため、事
業着手までに相当な期間を要する。

・性能発注となるため、設計（特に
外観デザイン等）に発注者の意向を
反映することが難しい。

定量的評価として、ＶＦＭの算定を行い、事業方式ごとの
比較を行いました。評価の結果、「設計・施工一括発注方
式」、「ＰＦＩ方式」ともに一定の財政負担の軽減効果（Ｖ
ＦＭ）が確認され、その中でも「設計・施工一括発注方式」
がより軽減効果が期待できる結果となりました。

設計・施工一括発注
（ＤＢ）方式

ＰＦＩ（ＢＴＯ）方式

ＶＦＭ ２．７％ １．６％

新庁舎の事業スキームは

「設計・施工一括発注方式」を採用します。

※ 設計や仕様に発注者の意向を反映する仕組みを別途検討します。

（新庁舎）

２ 事業スキーム

定性的評価 定量的評価

（仮称）南松本庁舎の事業スキームは

「設計・施工分離発注方式」を採用します。

（仮称）南松本庁舎は、施設規模が約4,000㎡で地元企業主体での事業参
画が十分想定される規模であることから、地域経済への配慮の観点から地元
企業の参画が可能な事業方式の採用が望ましいと考えます。

また、ＰＦＩ手法を導入した先行事例では、10,000㎡を超える事業での採
用実績が多く、本事業で想定する施設規模での実施事例は少ない状況です。 ※ 定性的評価で「設計・施工分離発注方式」が優位な結果となった

ため、本事業では、ＶＦＭの算定を行わず事業方式を選定しました。



４ 概算建設事業費について ①

市場調査で得られた
工事単価

類似規模自治体における
近年の設計単価

Nearly ZEB手法に係る経費
（工事単価への掛率）

耐震構造を採用する場合の
掛率（工事単価への掛率）

基本計画 ５５～６０万円／㎡ ５０～５６万円／㎡
１０％程度
（×１．１）

―

新庁舎見直し（案） ６６～９６万円／㎡ ７０～８３万円／㎡
２０％程度
（×１．２）

９５％程度
（×０．９５）

（仮称）南松本庁舎 ５０～７０万円／㎡ ４５～６５万円／㎡
２０％程度
（×１．２）

―

１ 市場調査による単価等

２ 想定する建築工事単価
積算
（建築工事単価×Nearly ZEBに係る経費×耐震構造を採用する場合の経費）

想定する建築工事単価

基本計画 建築工事単価 ５５万円 × １．１ ＝ ６０万円／㎡程度

新庁舎見直し（案）

Ⅰ期
工事

建設工事単価 ７５万円 × １．２ ＝ ９０万円／㎡程度

Ⅱ期
工事

建築工事単価 ７５万円 × １．２ × ０．９５ ＝ ８５万円／㎡程度

（仮称）南松本庁舎 建築工事単価 ５５万円 × １．２ ＝ ６６万円／㎡程度



４ 概算建設事業費について ②

ア 新庁舎

⑴ 基本計画 項 目 単 価 面 積 概算金額

設計・工事監理費 ７．２億円

新庁舎建設工事費 ６０万円／㎡ ２３，０００㎡ １３８．０億円

現庁舎解体工事費 ６万円／㎡ １４，４２８㎡ ８．７億円

消費税（１０％） １５．４億円

合 計 １６９．３億円

項 目 単 価 面 積 概算金額

設計・工事監理費 ６．７億円

新庁舎建設工事費
Ⅰ期工事 ９０万円／㎡ ５，０００㎡ ４５．０億円

Ⅱ期工事 ８５万円／㎡ １０，０００㎡ ８５．０億円

現庁舎解体工事費 ９万円／㎡ １４，４２８㎡ １３．０億円

消費税（１０％） １５．０億円

合 計 １６４．７億円

項 目 単 価 面 積 概算金額

設計・工事監理費 １．６億円

南松本庁舎建設工事費 ６６万円／㎡ ４，０００㎡ ２６．４億円

ピロティ建設工事費 ３０万円／㎡ １，２００㎡ ３．６億円

消費税（１０％） ３．２億円

合 計 ３４．８億円 合計１９９．５億円

⑵ 見直し（案）

３ 概算建設事業費

イ（仮称）
南松本庁舎



５ 建設スケジュール

項目/年度 Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ Ｒ１１ Ｒ１２ Ｒ１３ Ｒ１４ Ｒ１５ Ｒ１６ Ｒ１７

マイル
ストーン

本
庁
舎

全 体

Ⅰ期棟
(北敷地）

Ⅱ期棟
（東敷地）

（仮称）
南松本庁舎
（保健所）

（仮称）松本
駅前センター

松本合同庁舎
（現保健所）

埋文調査

工事（18か月）

工事（30か月）

基本設計・実施設計

▲ 供用開始

※ 現・本庁舎解体

スペース確保 ＋ 整備

・本庁舎建設
アドバイザリー

（プロポーザル）
・基本計画の
見直し ・（仮称）南松本庁舎

入札

・本庁舎
事業契約

入札計画策定

用地交渉・取得

計画
見直し

・（仮称）南松本庁舎
設計（プロポーザル）

業者
選定

公募書類
作成・選定

再契約
協議

埋文調査 工事（17か月）実施設計

基本設計

解体～埋文調査

実施設計

業者
選定

本庁舎 建替期間

窓口機能の移行が必要
（代替窓口）

・ 賃貸借 再契約（４年）※ 毎年契約

新庁舎供用開始
市民に身近な市役所
本格稼働

原状
回復

▲ 供用開始

▲ 供用開始

※ 整備次第供用開始


